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総合計画策定の趣旨（ 序論）
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総合計画策定の趣旨（ 序論）第    章

※1　 多機能都市  ／  南九州の交通拠点としての交通体系、豊かな自然・ 歴史・ 文化、更に製造業、農業、観光業、商業などの産業
をバランス良く 配置すること により 、「 住む・ 働く・ 学ぶ」 などの環境が整った都市。

※2　 グローバル化  ／  日本国内だけでなく 、全世界にわたるさ ま。

※3 　 技術革新  ／  こ れまでのモノ、仕組みなどに対して、全く 新し い技術や考え方を取り入れて新たな価値を生み出し 、社会的に
大きな変化を 起こすこと 。

※4 　 霧島市総合計画策定条例  ／  総合計画の基本的事項を明ら かにすると と も に、総合計画の策定手続等に関し 必要な事項を
定めることを目的に、2 018（ 平成3 0） 年1月12日に制定。

注 

釈

　 本市は、2 0 0 8（ 平成2 0 ）年３ 月に策定し た第一次霧島市総合計画に基づき 、まち の将

来像である「 人と 自然が輝き 、人が拓く 、多機能都市※1」の実現を目指し 、総合的かつ計画

的にまちづく り を進めてきまし た。

　 第一次霧島市総合計画の策定から 1 0 年が経過し 、本格的な人口減少社会の到来、東日

本大震災などを 契機と し た大規模な地震災害と 原子力政策への不安の高まり 、経済・ 社

会のグローバル化※2や技術革新※3の急速な進展など、社会のあら ゆる面で大き な変革期

を迎えています。

　 こ のよう な時代の潮流に的確に対応し 、本市が将来に向けて持続可能な発展を遂げて

いく ためには、人口減少の問題をはじ めと し て、直面する様々な課題に対し 、行政だけで

なく 市民一人ひと り が当事者と し ての意識を 持ち、共に考え、行動し ていく こ と が重要

です。

　 そこ で、将来における本市のあるべき 姿と 市民と と も に進むべき 方向についての基本

的な指針と し て、2 0 1 8（ 平成30 ）年度を初年度と する第二次霧島市総合計画を策定し ま

し た。

　 第二次霧島市総合計画は、霧島市総合計画策定条例※4に基づき 、本市が将来に目指す

べき 都市像と まちづく り の基本方針を明ら かにし 、その実現に向けた具体的な施策を体

系的に示し た上で、市民と と も に考え、共有し 、行動する協働と 連携のまちづく り を進め

ていく ための計画です。

　 また、総合的かつ計画的な市政運営を 図る ための最上位計画であり 、各分野の個別計

画や施策は、本計画に即し て策定さ れ展開さ れるも のです。

１  計画策定の趣旨

２  計画の位置付け
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第 二 次 霧 島市 総 合 計 画

※5 　 霧島市ふるさと 創生総合戦略 ／ 2 0 6 0 年の人口目標を13万人とし 、「 Ⅰ　 まちを 元気にする、人を豊かにする産業づく り」 、
「 Ⅱ　 訪れたい、住み続けたいまちづく り」 、「 Ⅲ　 幸せな家庭づく り を 支える環境づく り」 、「 Ⅳ　 暮らし やすい、暮らし たく なる
地域づく り」 の４ つの基本目標を掲げ、こ れら を推進するための具体的な施策をとり まと めた戦略。

※6　 行政評価 ／ 施策や事業等の行政活動について、目的や成果、コスト などに着目してその有効性や効率性を評価し 、その結
果を 予算などに反映さ せること により 、効果的かつ効率的な行政運営の継続的な改善を目指す仕組み。

注 

釈

　 第二次霧島市総合計画は、次に掲げる指針に基づき 策定し まし た。

　 第一次霧島市総合計画の成果と 課題を 十分に精査する と と も に、2 0 1 5（ 平成2 7 ）年

1 0 月に策定し た「 霧島市ふる さ と 創生総合戦略」については、本計画を 先導する「 先行

的施策（ リ ーディ ン グプロ ジェ ク ト ）」と し て位置付け、同戦略を 十分に考慮し て策定

し ます。

3  計画策定の指針

「 霧島市ふるさ と 創生総合戦略※5を十分に考慮し た計画」と し ます

　 将来に夢や希望を 持てる まち づく り を 推進し ていく ためには、幅広い地域・ 世代の

市民や大学・ 企業など様々な分野の有識者など、多く の知恵を 結集し 、総合力を 発揮し

ていく こ と が重要です。そのため、策定の段階から 多様な人材と の対話、意見交換を 行

い策定し ます。

「 市民と と も に策定する計画」と し ます

　 組織機構に十分配慮し た計画体系を 構築する こ と で、責任の所在を 明確にし 、部・ 課

が統一的な目標に向かっ て機能でき る よう 策定し ます。

　 また、目指す将来像が共有でき 、誰にと っ ても わかり やすく 活用でき る計画にし ます。

「 わかり やすく 戦略性のある計画」と し ます

　 社会経済情勢や行財政の状況の変化、市民ニーズの多様化を 踏まえた真に有効性の

高い施策を 見極めて策定し ます。

　 また、行政経営の視点に立ち 、目標に向けた進捗管理を 定期的に実施するこ と で、予

算・ 人員と 行政評価※6の連動を 強め、経営資源に裏付けさ れた実現性・ 実効性の高い計

画にし ます。

「 実現性・ 実効性の高い計画」と し ます

指針①

指針②

指針③

指針④
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まち づく り の基本理念と 将来の目指すべ

き 都市像を 示すと と も に、こ れを 実現す

る ための基本方針（ ６ つの政策）等を 示す

も のです。

４  計画の構成と 期間

基本構想

【 計画期間】

基本構想に基づく 市政の基本的な計画であり 、

基本方針（ ６ つの政策）を 達成する ための施策

の体系（ 施策と 基本事業）を 示すも のです。

基本計画

【 計画期間】

前期５ 年間

1 0 年間    後期５ 年間

2 0 1 8（ 平成3 0 ）年度～2 0 2 2 年度

2 0 2 3 年度～2 0 2 7 年度2 0 1 8（ 平成3 0 ）年度～2 0 2 7 年度

2 0 1 8

（ H 3 0 ）

2 0 1 9 2 0 2 0 2 0 2 1 2 0 2 2 2 0 2 3 2 0 2 4 2 0 2 5 2 0 2 6 2 0 2 7

1 0 年間 

基本構想

5 年間 

基本計画（ 前期）

5 年間 

基本計画（ 後期）

基本構想

基本計画
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第 二 次 霧 島市 総 合 計 画

※7　 団塊の世代  ／  第二次世界大戦直後、1947（ 昭和22） 年から  1949（ 昭和24） 年にかけての第一次ベビーブームで生まれた世代。

※8　 超高齢社会  ／  高齢化率の一段と 高い社会を｢超高齢社会｣と 呼ぶ。一般的に、高齢化率 7％～ 14％を｢高齢化社会｣、同 14％
超～ 21％を｢高齢社会｣、同 21％超が｢超高齢社会｣とさ れる。

注 

釈

　 総合計画期間内のまちづく り を 考える上で踏まえる べき 特に大き な社会環境の変化

及びそこ から 見た本市の課題について、以下のと おり 整理し まし た。

　 我が国は、2 0 1 5（ 平成2 7 ）年の国勢調査において、総人口が約1 億2 7 0 9 万5 0 0 0 人と なり 、５ 年

前の前回調査と 比べて約9 6 万3 0 0 0 人減少し まし た。こ のこ と は、1 9 2 0（ 大正９ ）年の初回調査

から 約1 0 0 年にし て初めての減少と なり ます。また、翌2 0 1 6（ 平成2 8 ）年の年間出生数が初めて

1 0 0 万人の大台を 割り 込み、9 7 万6 9 7 9 人にと どまり まし た。

　 第１ 次ベビ ーブームの団塊の世代※7が7 5 歳以上と なる 2 0 2 5 年には、国民の３ 人に１ 人が6 5

歳以上、５ 人に１ 人が7 5 歳以上と なる 世界でも 類を 見ない超高齢社会※8へ突入する 見込みです。

　 本市の人口は、1 0 年前の2 0 0 7（ 平成1 9 ）年と 比較し て、約2 ,3 0 0 人減少し ており 、年齢３ 区分

別では、年少人口（ 1 4 歳以下）及び生産年齢人口（ 1 5 歳～6 4 歳）が減少し ている 一方で、老年人口

（ 6 5 歳以上）は約4 ,3 0 0 人増加し ています。

　 自然増減数については、2 0 0 7（ 平成1 9 ）年から 2 0 1 0（ 平成2 2 ）年は、出生数が死亡数を 上回っ

たのに対し 、2 0 1 1（ 平成2 3 ）年から 2 0 1 6（ 平成2 8 ）年は、死亡数が出生数を 上回っ ています。

　 また、社会増減数については、2 0 0 8（ 平成2 0 ）年を 除き 、転出人口が転入人口を 上回っ ています。

なお、2 0 1 4（ 平成2 6 ）年から 2 0 1 6（ 平成2 8 ）年の平均では、4 0 代以上は、転入が転出を 上回る「 転

入超過」である 一方で、3 0 代までの若年世代は、転出が転入を 上回る「 転出超過」と なっ ており 、特

に、姶良市に対し ては、全年代において、転出超過と なっ ています。

　 そのため、多様化する 市民ニーズ等を 踏まえた、結婚・ 妊娠・ 出産・ 育児に対する切れ目のない支

援策の展開によ り 出生数を 高める と と も に、近隣市への転出状況の把握やその要因の分析に努め、

実効性のある 施策を 展開し ていく 必要があり ます。

５  本市を取り 巻く 社会環境の変化

① 人口減少社会の到来と 地方創生
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（ 人）

130 ,000

110 ,000

90 ,000

70 ,000

50 ,000

30 ,000

10 ,000
2 0 0 7 2 0 0 8 2 0 0 9 2 0 1 0 2 0 11 2 0 12 2 0 13 2 0 14 2 0 15 2 0 1 6

127 ,773 127 ,450 127 ,662 127 ,487 127 ,365 127 ,475 127 ,283 126 ,773 125 ,857 125 ,447

19 ,92319 ,923

79 ,76679 ,766

28 ,08428 ,084

19 ,71419 ,714

79 ,56179 ,561

28 ,17528 ,175 28 ,45028 ,450

19 ,66719 ,667

79 ,54579 ,545

28 ,48928 ,489

19 ,30519 ,305

78 ,87178 ,871

19 ,39919 ,399

79 ,21679 ,216

29 ,34529 ,345

19 ,28619 ,286

78 ,84478 ,844

30 ,19930 ,199

19 ,13519 ,135

77 ,94977 ,949

31 ,66231 ,662

18 ,91018 ,910

76 ,72576 ,725

32 ,35732 ,35728 ,75028 ,750 31 ,13831 ,138

74 ,75774 ,757 73 ,81273 ,812

18 ,51118 ,511 18 ,35118 ,351

年少人口 生 産 年齢人口 老 年人口

年齢３ 区分別人口推移

自然 増 減 数

人口増減 数( 自然増加 数、社会 増加 数) 推移

200

100

0

-100

-200

-300

-400

-500

-600

-700

-800

-217

6 4
16

-35 4
-277

-135

-5 0 0
-711

-3 4 6

-67

9

1 5 -1 -3 5

4 9
1 7

1 4 -3 2 -2 8 -1 0 -8 4 -9 9 -2 4 8

-2 2 6
-3 6 8 -2 4 9

-1 2 5

-4 1 6

-6 1 2

-9 8

社 会 増 減 数 人口増 減 数

（ 人）

2 0 0 7 2 0 0 8 2 0 0 9 2 0 1 0 2 0 11 2 0 12 2 0 13 2 0 14 2 0 15 2 0 1 6

( 資 料)  2 0 1 0（ H 2 2 ） 、 2 0 1 5（ H 2 7 ） ： 国勢 調査、そ れ 以 外： 鹿 児島県 推 計人口（ 年報）

※総 数に 年齢 不詳人口を 含んで い る た め、 総 数は、 年齢３ 区分別人口の合計と は一 致し ま せん 。

( 資 料)  R E SA S／総 務 省「 住 民 基 本台帳に 基づく 人口、 人口動態 及び 世帯 数に 関する 調 査 」



11

第 二 次 霧島市 総 合 計 画

　 東日本大震災や熊本地震は、広範囲にわたり 甚大な被害を も たら し 、日本中に大き な衝撃を 与

えまし た。加えて、近年、全国各地で記録的豪雨が発生する など、今までの想定を 超える 自然災害

が発生し ています。

　 本市においては、2 0 1 0（ 平成2 2 ）年の霧島地区を 中心と し た記録的な集中豪雨、2 0 1 1（ 平成

2 3 ）年、2 0 1 7（ 平成2 9 ）年の新燃岳の噴火など、市民生活や地域経済に影響を も たら す自然災害

が発生し ています。

　 こ のよ う な 自然災害から 住民の生命及び財産を 守る 対策は、安全安心なまち づく り の観点か

ら 欠かすこ と のでき ないも のであり 、あら かじ め被害の発生を 想定し た上で、人命を 守る こ と を

最重要視し た“ 減災”への備えを し ていく こ と が求めら れています。

　 また、近年、高齢者や子ども が犯罪に巻き 込ま れる など 、全国的に安全を 脅かす事件等が多発

し ている ほか、消費者ト ラ ブルや消費者被害の内容が多様化・ 深刻化し ており 、更には、一人暮ら

し 世帯や高齢者のみの世帯の増加、個人の価値観やラ イ フ スタ イ ルの変化に伴い、地域社会のつ

ながり も 希薄になっ ている こ と から 、こ れら に対応し た取組が求めら れます。

② 安 全安心な ま ち づく り

鹿 児島市

2 0 1 4 年( H 2 6 年) ～2 0 1 6 年( H 2 8 年) の

転出・ 転入者人口

1,50 0 1,5001,0 00 1,0 0 0500 50002 ,0 0 0 2 ,0 0 0

6 0 歳以上

5 0 ～5 9 歳

4 0 ～4 9 歳

3 0 ～3 9 歳

2 0 ～2 9 歳

1 0 ～1 9 歳

0 ～9 歳

始良市 都 城 市 そ の 他

1 6 6 7

1 9 6 0

318318
4 3 2

6 8 71211211
33383 3 0

281281
3 8 6

7070 7171

112112 9595

120120 102102

27323 2 5

373 5 1 6333 375 4

4 48 0

6367

5 0 8

655 9 9 5215 213678
3 83 8

11111212

7766

111188

3636
127 8 91 0 5 5

6 66

5 9 7

172 1758 0 0
3535 2626

1717 2222

4284336 5 0

1 0 7 5 9 3 0

1101413 331128 4 9 997 16 6 136

転入者転出者
217217

（ 人）

( 資料) 総 務 省「 住 民 基 本台帳 人口移動 報告」
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※9　 グローバル化  ／  日本国内だけでなく 、全世界にわたるさ ま。

※10　 ICT  ／  情報通信技術のこと 。情報通信分野の機械や装置に関する技術からそれらを利活用する技術まで広い概念で用いられている。

※11　 IoT  ／  コンピュータ やスマートフォンなどの情報通信機器に限らず、全ての「 モノ」 がインターネット につながること 。In tern e t o f 
Th in g s の略。

※12　 AI  ／  知的な機械、特に、知的なコンピュータ プログラムを作る科学と 技術。

※13 　 ビッ グデータ   ／  ICTの進展により 生成・ 収集・ 蓄積等が容易になる多種多様のデータ。

※14　 グローバル人材  ／  世界的な競争と 共生が進む現代社会において、日本人としてのアイデンティ ティ を持ちながら 、広い視野に
立って培われる 教養と 専門性、異なる言語、文化、価値を 乗り 越えて関係を構築するためのコ ミ ュ ニケーショ ン能力と 協調性、新し い
価値を 創造する能力、次世代までも 視野に入れた社会貢献の意識などを持った人間。

注 

釈

　 国や地域を 越え、人・ モノ・ 情報等が活発に交流し ています。2 0 2 0 年の東京オリ ン ピ ッ ク・ パラ

リ ン ピ ッ ク の開催や国際観光需要の伸び等から 、今後、外国人が日常的に全国各地を 訪れ、滞在す

る 機会が増大する こ と が予想さ れ、世界に通用する 魅力ある 観光地づく り 、外国人旅行者の受入

環境の整備が進めら れています。

　 他方、ICT※1 0の飛躍的な発達と 情報通信機器の普及や多様化によ り 、医療、介護、防災等の様々

な分野における ICTの効果的な利活用の促進が期待さ れています。

　 また、Io T※11、AI※12    の活用によ り 、ビッ グデータ ※13   を 収集・ 処理・ 分析し 、現状把握・ 将来予測、更

には様々な価値・ サービ スの創造や課題解決を 行う こ と が可能な時代へと 環境が変化し てき てい

ます。

　 こ のよ う なグロ ーバル化の進展や成長著し いICT化の流れを 踏まえる と と も に、国際空港や高

速道路、鉄道を 有する 交通の要衝と し ての地域特性を 生かし た産業の振興が求めら れます。また、

更なる 地域経済の活性化に向けて は、時代の流れに対応で き る 企業や国際的に活躍で き る「 グ

ローバル人材※14    」の育成に向けた取組が求めら れます。

③ グ ロ ーバ ル化 ※9の進 展
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第 二 次 霧 島市 総 合 計 画

※15　 CO P21パリ 議定書 ／ 2015（ 平成27 ） 年12 月にフランス・ パリ で開催さ れた気候変動枠組条約第21回締約国会議（ CO
P21） で採択さ れ、翌年11月に発効し た、地球温暖化対策を 定めた国際的な枠組み。世界的な平均気温上昇を 産業革命以前に比
べて２ ℃より 十分低く 保つとと も に、1.5 ℃に抑える努力を 追求すること が掲げら れている。

※16　 再生可能エネルギー  ／  石油・ 石炭などの限り あるエネルギーに対して、一度利用しても 比較的短期間に再生が可能であり 、
資源が枯渇し ないエネルギーの総称。

※17 　 温室効果ガス  ／  温室効果を持つ大気中に拡散さ れた気体。代表的な温室効果ガスである二酸化炭素やメ タ ンガスのほか
フロンガスなど人為的な活動により 大気中の濃度が増加の傾向にある。

※18　 超高齢社会  ／   高齢化率の一段と 高い社会を｢超高齢社会｣と 呼ぶ。一般的に、高齢化率 7％～ 14％を｢高齢化社会｣、同 
14％超～ 21％を｢高齢社会｣、同 21％超が｢超高齢社会｣とさ れる。

※19　 社会保障関係経費  ／  医療・ 介護の自己負担分以外の給付額など、社会保障制度によって給付さ れる金銭・ サービス。

※20 　 PFI  ／  Priva te  Fin an ce  In itia tiveの略。公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力
を活用して行う 新し い手法。

※21　 PPP  ／  Pab lic p riva te p ar tn e rsh ip の略。公民が連携して公共サービスの提供を行う スキーム。PFIは、PPPの代表的な
手法の一つ。

注 

釈

　 地球温暖化な ど 地球規模で の環境問題が深刻化する 中、環境に対する 関心は、ま すま す高

ま っ て いま す。2 0 1 5（ 平成2 7 ）年にはCO P2 1 ※15    において 、今後の地球温暖化対策の法的枠組

みを ま と めた「 パリ 協定」が採択さ れま し た。ま た、東日本大震災によ る 福島第一原子力発電所

の事故を 受け、今後のエ ネルギー政策のあり 方について 様々な 議論が行われて おり 、再生可能

エネルギー   ※16    の更なる 利活用等が求めら れています。

　 近年の環境問題は、国境を 越えて地球全体で考えていかなければなら ない課題であり 、市民一

人ひと り が温室効果ガス※17    の発生を 極力抑制する など、環境に配慮し た取組を 積み重ねていく

こ と が重要と なっ ています。

　 そのためには、市民や事業者等の各主体が、自ら 環境と の共生に対する理解と 認識を 深め、低炭

素・ 循環・ 自然共生の理念を 共有し 、連携し ながら 、次世代に良好な環境を 引き 継いでいく ための

取組を 進めていく 必要があり ます。

④ 地 球レ ベ ルで の環境問題の進行

　 行財政運営を 取り 巻く 環境は、人口減少社会の到来、経済のグロ ーバル化、個人の価値観やラ イ

フ スタ イ ルの変化に伴う 市民ニーズの多様化など、絶えず変化を 続けています。

　 また、将来の更なる 人口減少や少子高齢化の進行が予測さ れる 中、税収の増加は容易に見込め

ない状況にあり ます。一方、超高齢社会※18    への突入に伴う 社会保障関係経費※19 の増大、一斉に更

新時期を 迎える 公共施設の維持・ 更新に係る 費用負担の増加等は、自治体経営に大き な影響を 及

ぼすこ と が見込まれます。

　 こ れら の状況を 踏まえ、本市は、限ら れた行政資源の中で、引き 続き 効果的・ 効率的な行財政運

営を 行う と と も に、今後は、PFI※20 やPPP※21など民間活力の導入等を 含めた一層の業務効率化や、

施設保有量の適正化、既存資産の有効活用等に積極的に取り 組む必要があり ます。

⑤ 厳 し さ を 増す 行財政 運営


